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平成２９年 ４月 １日 制  定 

平成２９年 ５月 １日 一部改訂 

平成２９年 ６月 １日 一部改訂 

平成２９年 ７月 １日 一部改訂 

平成２９年 ８月 １日 一部改訂 

平成２９年 ９月 １日 一部改訂 

平成２９年１１月 １日 改  訂 

平成３０年 ２月 １日 一部改訂 

平成３０年 ３月 １日 一部改訂 

 

 

 

三  重  県 
 

 
 
 



 

調査設計業務設計単価表について 
 
 
 
 
１ 「調査設計業務設計単価表」（以下、「単価表」という。）は、三重県県土整備部、

農林水産部、環境生活部及び企業庁が発注する調査設計業務の積算に用いる主要な

材料等の設計単価一覧表です。 
 
 
２ 物価資料掲載単価を引用した単価については、以下のとおり掲載します。 

・ 建設物価調査会発行の「建設物価」等･･･ 「物価資料発行月」 
・ 経済調査会発行の「積算資料」等･･･ 「物価資料発行月」 
・ 建設物価調査会発行の「土木コスト情報」･･･ 「物価資料発行月(季節)」 
・ 経済調査会発行の「土木施工単価」･･･ 「物価資料発行月(季節)」 

 
 
３ 市場のなかで取引数量が著しく少ない材料については、単価を設定していない地区

があります。これらについては、「単価表」の中では「＊」が表示してあります。 
 
 
４ 設計材料単価の更新は、４月及び１１月の年２回を基本としていますが、価格の変

動が著しい場合は、適宜調査を実施し更新します。なお、更新があった場合には、

そのページのみ掲載しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

【調査設計業務設計単価表における留意点】 
 

調査設計業務設計単価表で物価資料○○月と表記しているものについては、

物価資料に掲載されている価格を採用しています。 

 

 ・物価資料による単価の設定方法（標準単価以外） 

物価資料に掲載されている価格の平均値を採用します。ただし、一つの物価

資料にしか掲載のないものについては、その資料を用いています。 

平均値については、物価資料による場合は物価資料（「建設物価」、「積算

資料」等）単価の有効桁の大きい方の桁を決定額の有効桁とします。ただし、

大きい方の有効桁が３桁未満のときは、決定額の有効桁は３桁とします。 

 

 

 ＜例＞１）入力単価の有効桁数の大きい方を有効桁とする場合 

 建設物価 33,500円（有効桁３桁） 

 積算資料 34,000円（有効桁２桁） 

 平均額 33,750円 

→ 決定額 33,700円（有効桁３桁，４桁以降切り捨て） 

 

 ＜例＞２）入力単価の有効桁数が３桁未満のために３桁を有効桁とする場合 

 建設物価 560円（有効桁２桁） 

 積算資料 570円（有効桁２桁） 

 平均額 565円 

→ 決定額 565円（最小有効桁３桁，４桁以降切り捨て） 

 

・物価資料による単価の設定方法（標準単価） 

 物価資料に掲載されている価格の平均値（小数点第１位四捨五入）を採用し

ます。ただし、一つの物価資料にしか掲載のないものについては、その資料

を用いています。 

 

物価資料とは、（一財）建設物価調査会発行の「月刊建設物価」、「Ｗｅｂ建設

物価」、「土木コスト情報」並びに（一財）経済調査会発行の「月刊積算資料」、

「積算資料電子版」、「土木施工単価」をいいます。平成26年4月1日から「Ｗｅ

ｂ建設物価」と「積算資料電子版」を追加しています。 
 





理事 45.0

技師長 45.0

主任技師 50.0

技師（A） 50.0

技師（B） 50.0

技師（C） 50.0

技師（D） 55.0

技術員 55.0

主任技術者 50.0

製図工（図工） 55.0

地質調査技師 50.0

主任地質調査員 50.0

地質調査員 55.0

測量主任技師 55.0

測量技師 55.0

測量技師補 50.0

測量助手 55.0

測量補助員 55.0

操縦士 35.0

整備士 45.0

撮影士 50.0

撮影助手 50.0

測量船操縦士 55.0

トンネル世話役 94.1

トンネル特殊工 97.0

トンネル作業員 95.4

普通作業員 88.5

軽作業員 92.2

普通船員 75.1

舟夫 75.1

注） 割増対象賃金比：基準額に占める「基本給部分＋割増の対象となる手当計」の割合

割増対象賃金比(%)職種名

１０．設計業務委託等技術者単価の割増対象賃金比
＜平成30年3月から適用＞




